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第 1 章 背景と目的 

1. 臨床医と製薬企業の関係：歴史的経過 

医薬情報担当者（MR）の歴史は米国においては 1850 年代まで遡る．当時から，MR は

医薬品の販売促進と情報提供の役割を兼ねていた．その後次第に，医師自身が薬を調合す

る時代から，製薬会社が製造した薬を医師が処方する時代へと移り変わってきたことで，

MR の役割の重要性が増すことになった 1．日本においては 1850 年代に鎖国の時代が終わ

り，主にドイツに倣って西洋医学が取り入れられるようになった 2．ドイツ人医師に教示

したロッシュ社の薬剤師が最初のMR（1991年まではプロパーと呼ばれていた）として1912

年に採用されたと記録されている．このときの MR は「医師と直接面談しながら学術情報

を基に説明を行って新薬の普及を図ること」を目的とし，「決してセールス行為にならな

いよう」活動していたようである 3． 

1940 年～50 年代の米国において，次々と新しい薬が開発・販売されるようになったが，

当時は臨床試験の正当性を評価するような医学教育はほとんど行われていなかった．この

ため多忙な臨床医は爆発的に増える新薬の知識を得るのに十分な時間も知識も持ち合わ

せておらず，次々に出てくる新薬の情報源として MR は重要な役割を果たしていた．同時

に企業間の競争も熾烈になり，1950 年代には MR の数は 15000 人に増加し（1920 年代は

2000 人），MR から臨床医に対する情報提供の際にカクテルパーティーやゴルフ，バーベ

キューといった接待的な『贈り物』が添えられる様子が描写されるようになった 1．1960

年代以降，さまざまな薬害や臨床試験における不正事件をきっかけに，製薬企業との「倫

理的な」関わり合い方が話題になるようになった．日本では，「戦後の経済成長を遂げた

1970 年代になると，販売競争が熾烈を極め『売上至上主義』時代になった」とある．当時

のプロパーには価格決定権があったため，本来の医薬情報提供の役割から大きく逸脱した
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接待行為が業務として求められていた 3．この様な状況を是正するため，1991 年に独占禁

止法が制定されたことによりプロパーに価格決定権がなくなった．同年，プロパーは新た

に MR として資格認定され，本来の情報提供者としての役割が見直された． 

 

2. 臨床医と製薬企業との関係における利益相反とは 

臨床医が製薬企業と関わることについて 1980 年代から北米を中心に調査報告が多くな

り，1990 年の米国医師会倫理指針において臨床医が製薬企業から贈り物を受け取ることに

対しての制限が言及されるようになった．また臨床医と製薬企業との情報や贈り物の授受

において「利益相反（conflict of interest）」の存在が懸念されるようになった 4．利益相反

とは，「主要な利益（primary interest）に関する専門家の判断や行為が，副次的な利益

（secondary interest）によって不当に影響を受けるリスクが発生する一連の状況」と定義さ

れている 5．臨床医が製薬企業から贈り物をもらうことによって生じる主なリスクとして

（1）客観性が失われる可能性，（2）医療費の増大，（3）信頼を失うことが挙げられてい

る 6,7． 

 

（1）客観性が失われる可能性 

医師の処方行動に対する製薬企業と関わることの影響に関する 2008 年までの文献（n=58）

について検討したシステマティックレビューが 2010 年に報告されている 8．この中では，

製薬企業から直接提供される情報に曝露されることと，処方頻度が高い，コストが高い，

処方の質が低い，といったこととの相関について，「少なくとも，製薬企業から情報を直

接提供されることが処方を改善させるという証拠はない」としている．2016 年の大規模コ

ホート調査によると，製薬企業から食事の提供を受けることと宣伝された先発品の処方が
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多いこととの関連が示された 9．この調査も含めた 2008 年以降の文献（n=19）についての

システマティックレビューにおいても，製薬企業の医薬品プロモーションと，医師の処方

が多くなることや処方の質が低下することとの関連が示された 10． 

 

（2）コストの増大 

プロモーション活動に費やされることにより製薬コストが上昇するという間接的な効

果と，製薬企業との関わりにより処方薬が高いものに変化するという直接的な効果につい

て検証されている． 

まず米国における近年のプロモーションに費やされた額をまとめた研究においては，製

薬企業がプロモーションに費やす額は 2004 年の 361 億ドルが最大で，2010 年には 270 億

ドルまで減少し，その後横ばいになっている 11,12．プロモーションの費用は総売上のおよ

そ 10%を占めていた．2012 年の報告によるとマーケットシェアが米国の 33％に次いで 30%

のシェアを占める日本では，259 億ドルがプロモーションに費やされていた．その内訳は

MR による対面の営業が 64.5％，会合が 31.4％，臨床研究は 5%未満であった 13． 

また前項で上述の二つのシステマティックレビューでは，贈り物や食事の提供を受ける

ことで，新しい処方が増えたり，先発品の処方が増えたり，不適切処方が増えることで，

処方コストが増大するとまとめている 8,10． 

 

（3）信頼の低下 

患者が医師を信頼するということは治療の側面からも有益であり，逆に信頼を失えば，

患者が医師の診療方針に従わない，慢性疾患のコントロールが悪くなるなどの負の効果も

生じることが示唆されている 14．したがって，医師と製薬企業が関わることにより患者の
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医師に対する信頼が低下すれば，患者の利益が害されることになる． 

「医師と製薬企業との関係」に対する患者・市民の認知度や捉え方について，海外にお

ける意識調査がいくつか存在する 15–21．この中では，おもに製薬企業が医師に提供してい

る贈り物に気がついているか，贈り物は適切だと思うか，贈り物が処方や医療の質に影響

を与えると思うか，ということについて調査されている．患者・市民における認知度はサ

ンプル薬やボールペンについては 8 割程度，その他の私的な贈り物に関してはおおよそ 3-5

割以下となっている．このうち米国の患者と市民の調査では 54％の回答者が医師に対する

製薬企業からの贈り物について認知していたが，自分の主治医がそういった贈り物をもら

っていると考える回答者は 27％であった 21．医師と製薬企業の関係に対する患者の捉え方

が医師への信頼に影響するかどうかを評価した報告は 2 つある 19,20．これらの報告では，

患者が医師と製薬企業との関係があると思うことは，主治医への信頼が低い，あるいは治

療方針に従わないことと関連があることが示唆されている． 

 

3. 臨床医と製薬企業との関係 

（1）海外の状況 

個々の臨床医が製薬企業とどのような関わりをもっているのかということについての

実態調査が国内外で多数報告されている 22–25．複数の施設，複数の地域や全国規模の調査

は米国 26–30，カナダ 31，ドイツ 32，オーストラリア 33，フランス 34，サウジアラビア 35,36，

リビア 37,38，欧州 39において行われている（表 1-1）．このほかに単施設や限られた診療科

における調査は米国で多数の他，オーストラリア，ニュージーランド，トルコ，ペルー，

インドからの報告がある． 

米国における全国調査は 1992 年 26，2004 年 27，2009 年 28に行われている．最新の 2009
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年の調査は 2004 年の追跡調査であるが，過去 1 年間にサンプル薬をもらったのは 64%で

あり，飲食物は 71%が受け取り，生涯教育講演会の参加費補助は 8%が受け取っていた．

これらの割合はいずれも 2004 年の調査より減少が見られた 28． 

医師の製薬企業との関係に対する考え方や捉え方（以降，これを関わりに対する「態度」

と表現する）として，2011 年に行われた研修医の全国調査では，製薬企業が提供する資料

は新しい薬についての知識を得るのに有用だと考えるのは 46%，製薬企業から 50 ドル未

満の贈り物をもらうことが適切であると考える研修医は 35%，贈り物をもらうことが自分

の処方に影響を与えると考えるのは 34%，贈り物をもらうことが同僚の処方に影響を与え

ると考えるのは 42%であった 29． 

 

（2）日本の状況 

われわれが 2008 年に行った全国調査（n=1411, 有効回答率=54%）においては，医師の

98％が MR と面会しており，その頻度は平均月 7.1 回（標準偏差=5.3）であった 40．過去

1 年間にサンプル薬は 85%，文房具は 96%の医師が受け取っており，職場外での食事は 49%

が経験していた．また，49%が製薬企業から生涯教育講演会への参加費補助の提供を受け

ていた． 

また同調査において MR が医師の生涯教育に重要な役割を果たしていると考えるのは

73%，低額の贈り物をもらうことが適切だと考えるのは 28%，贈り物が自分の処方によく

ない影響を与えると考えるのは 10%，贈り物が同僚の処方によくない影響を与えると考え

るのは 16%であった． 
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（3）規制と開示 

臨床医が製薬企業から贈り物の提供を受けたり，製薬企業主催/後援の講演会に参加した

り，MR との面会をしたりすることは，上記の通り国内外において一般的なことである．

しかし製薬企業と関わることによる好ましくない影響を防ぐために，贈り物等の提供に規

制を設けることと贈り物や金銭の授受を開示することとが方策とされている 41． 

規制について，米国においては 2008 年に米国医学会（IOM: Institute of Medicine），米国

医師会（AMA: American Medical Association），米国内科学会（ACP: American College of 

Physicians）などの倫理規定が改訂され，2009 年には米国製薬工業協会（PhRMA: 

Pharmaceutical Research and Manufacturers of America）によるプロモーションコードも改訂

されるなど制限の幅は徐々に大きくなっている 42–46．前述したように，米国における 2009

年の全国調査は 2004 年の追跡調査であるが，2004 年と比較してサンプル薬をもらう医師

は 78％から 64%に，飲食物をもらうのは 83%から 71%に，講演会の参加費補助をもらう

のは 15%から 8%に減少した．この減少は規程の改訂による影響だと考察されている 28． 

公開について，米国においては製薬企業が医師や教育病院に 1 回 10 ドルあるいは年間

100 ドルを超える贈り物や資金を提供した場合には，製薬企業が全て公開しなければなら

ないと法律で規定した（サンシャイン条項） 47．この法律施行後の公開情報によると 2015

年にはおよそ 48%の医師が総額 24 億ドルの提供を受けたと集計され 47，変化の検証はこ

れからである． 

本邦においては製薬企業の利益供与を制限または公開するよう取り決めた法律は存在

しない．日本医師会は『医師の職業倫理指針』（2016 年改訂）において「医療関連業者と

の関係」という項を設けているが，この中では（関連業者と）良好な人間関係を作り，不

適切な行為は避けるべき，と言及するにとどまっている 48．米国医師会（AMA）の指針が
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「企業から医師への贈り物」の項で「見返りを求めるようないかなる贈り物も受け取るべ

きではない」等の具体的考え方を示していることと比較すると，日本医師会の指針は臨床

医が製薬企業とどのようなに関わればいいのかを示したものとは言えない．日本医学会は

『COI ガイドライン』を 2017 年に改訂しているが，この中では医学研究に関わる利益相

反の管理を示すのみで，臨床医の関わりについては言及していない 49．日本内科学会の利

益相反指針は日本医学会の『COI ガイドライン』に従うものであり，指針の題名も『医学

研究の利益相反(COI)に関する共通指針』であり研究に関わる内容になっている．製薬企業

側が医師とどのように関わるべきか，ということについては製薬企業の団体がプロモーシ

ョンコードとして示している．各地域，各国は国際製薬団体連合会(IFPMA: International 

Federation of Pharmaceutical Manufacturers and Associations）のプロモーションコードに準拠

した自国のプロモーションコードを策定している 50．日本でも日本製薬工業会のプロモー

ションコードが 2012 年の IFPMA プロモーションコードに準拠して 2013 年に改定され，

販売促進補助物品は 3 千円まで，医療に役立つ物品の提供は 3～5 千円程度と明記された 51．

これとは別に日本製薬工業協会（JPMA）は企業から医療機関，研究機関，医療関係者に

対する研究資金等の提供について公開するとした自主ガイドラインを策定した 52．これと

同時期に国立大学附属病院長会議からも企業からの資金提供の公表に関するガイドライ

ンが発表された 53．これら本邦のガイドラインは米国の法律とは異なり，下限の設定はな

く罰則規定もない．また本邦におけるプロモーションコード改訂後あるいは資金提供公表

に関するガイドライン発表後の医師と製薬企業の関わりについての報告はない． 
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4．医学生と製薬企業との関係 

（1）海外の状況 

より早い段階での製薬企業との関わりがその後の関わり方に大いに影響を与えるとの

認識から，医学生がどのように製薬企業と関わっているのかということについても調査が

次第に行われるようになっている 54．医学生調査の報告は臨床医の調査報告に比較すると

少ないが，米国 29,55,56，カナダ 57，ドイツ 58，フランス 59，ノルウェー 60，フィンランド 

61,62，トルコ 63，パキスタン 64などから報告がある（表 1-2）．  

米国で 2003 年及びこの追跡調査として 2012 年に行われた臨床実習後の医学生を対象と

した多施設調査において，それぞれ小グッズ（ペン，コーヒーカップなど）をもらうのは

94%から 18%に，サンプル薬をもらうのは 42%から 7%に，パンフレットをもらうのは 90%

から 42%に，昼食をもらうのは 97%から 64%に，製薬企業後援の講演会への参加は 26%か

ら 4%に減少した 55,56． 

また 2011 年の米国での全国調査では，製薬企業が提供する資料は新しい薬についての

知識を得るのに有用だと考えるのは実習前の 41%より実習後の方が 30%と少なく，同様に

製薬企業から 50 ドル未満の贈り物をもらうことが適切であると考えるのは実習前の 26%

より実習後が 23%と少なかった．贈り物をもらうことが自分の処方に影響を与えると考え

るのは実習前の 33%より実習後が 36%と多かった 29．つまり実習前と比較して実習後の学

生は製薬企業との関係に対して好意的態度をとる学生が減るという結果であるが，これは

2003 年の単施設調査で実習前後における態度に有意差がないという結果 65，2005 年の複

数施設調査で実習前より実習後で好意的態度が増えるという結果とは一致しなかった 66．

この結果が実際の変化を表すものであるとすると，2008 年ころから施設内規則を設ける大

学が増加したことが影響している可能性がある（下記（3）規制）． 
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（2）日本の状況 

2012 年に日本国内の全医学部（80 校）を対象として医学生と製薬企業との関係の現状

についての自己記入式アンケートを用いた無記名調査が行われた 67．協力大学は 43 大学

（国 24，公 5，私 14）であり，有効回答者数は 5431（実習前 2661，実習後 2770）であっ

た．全 15 項目の製薬企業との関わりについて，これまでに経験したことがあるかどうか

が聞かれたが，ボールペンなどの文具を臨床実習前は 37%，実習後は 98%が受け取ったこ

とがあり，製品説明会で弁当を食べたことがあるのは実習前 21%，実習後 97%であり，い

ずれの関わりも実習前より実習後で有意に多かった．しかし 2012 年以降の関わりの実態

については調査されておらず，また，医学生の関わりに対する態度については，これまで

に調査されたことがない． 

 

（3）規制 

医学生や研修医は，その経験の少なさから製薬企業プロモーションの影響をより受けや

すいと考えられている 68–70．しかし現実には多くの医学生が製薬企業と関わりをもっている

状況である．その一方で，施設内規則が厳しければ，医学生と製薬企業との関係は少なくなる

ということも確認されている 71．2008 年に米国医科大学協会（AAMC: Association of American 

Medical College）は製薬企業関係者の医学生への接触をある程度制限するべきであることを推

奨した 72．これを受けて，米国内の医学部における施設内規則の策定状況の調査では，2008

年と比較すると施設内に厳しい規則をもうける医学部は増加している 73．一方，本邦において

は，医学部卒前教育において製薬企業と医学生との関係を制限することについての提言や指針

は現在までなく，施設独自の規則を設けているという報告もない． 
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5．製薬企業との関わり方についての教育の必要性 

法律や施設内の規則で医学生が製薬企業プロモーションに曝されないように制限して

も，卒業して医師になればいずれは製薬企業と何らかの形で関わることになる．このため，

プロモーションによるよくない影響を防ぐためには医学生，研修医，指導医に対して利益

相反を回避，管理する方法や製薬企業との適切な関係についての教育が必要であると考え

られている 74,75．そして医学生の早期から医薬品プロモーションに曝露されている状況か

ら，その教育は医学生の早い段階から必要であると提言されている 72,75–78． 

 

6．医学生に対する製薬企業との関係についての教育状況 

製薬企業プロモーションに関する卒前教育について，110 ヶ国を対象とした 2005 年の国

際調査においては，回答した 64 ヶ国 228 施設のうち 72％が何らかのカリキュラムを必修

科目として設けていた．これらのカリキュラムの目的は宣伝・広告に対する批判的吟味

（77%），製薬企業に頼らない情報源の利用（75%），卒業後の処方行動を改善すること

（76%），宣伝・広告に対する態度の変化をもたらすこと（50%），贈り物や企業の後援に

関連する行動を改善すること（45%）などであった．教育手法として講義（80%），スモー

ルグループディスカッション（65%），広告の批判的吟味（42%）などが用いられていた 79．

このような個別の教育実践により，医学生の製薬企業との関わりが減少したり，製薬企業

から提供される情報に対して批判的吟味をする心構えができたりする効果が報告されて

いる 68,69．本邦においては初期研修プログラムを対象とした全国調査において，製薬企業

との関係についてのカリキュラムを有するプログラムは 12%であるという報告がある 80．

しかし医学生に対する製薬企業との関係についての教育の実態に関する報告はない． 
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7．本研究の目的 

我が国においては，製薬企業プロモーションに関する卒前教育の状況についての調査報

告がなく，医学生が製薬企業との関係についてどのように考えているのかについての調査

もない．また医学生と製薬企業の関わりの状況は 2012 年以降調査が行われておらず，最

近の状況が明らかになっていない．そこで本研究は【1】日本の医学部における製薬企業

の医薬品プロモーションに関する教育カリキュラムの状況を明らかにすること，【2】製薬

企業の関係に対する日本の医学生の現状とこれに対する態度を明らかにし教育カリキュ

ラムの有無との関連を調べること，【3】医学生と製薬企業の関わりの状況を 2012 年の全

国調査結果と比較することを目的とした． 

 

8．本研究の概略 

調査は製薬企業による医薬品の宣伝・広告に関する学部教育におけるカリキュラムの状

況を調べる研究 1（第 2 章）と医学生と製薬企業との関わりの実態とこれらの関わりに対

する医学生の態度を調べる研究 2（第 3 章）とを並行して行った．研究 1 で得られたカリ

キュラムの有無についての情報は，研究 2 の医学生の態度に関与する因子を検討する際の

説明変数として使用した．研究 2 で得られた医学生と製薬企業の関わりの有無についての

結果は一部，2012 年の調査結果と比較検討した（第 4 章）． 

本研究は筑波大学医の倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 1037）． 
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第 2 章 カリキュラム調査（研究 1） 

1. 目的 

医学生に対して製薬企業との関わりについて教育する必要性が唱えられるようになっ

ている．しかし，国内における臨床医と製薬企業との関わりに関する卒前教育の実態は明

らかになっていない．そこで，国内の医学部医学科における医薬品プロモーションに関す

る教育カリキュラムの現状について調査することを目的とした． 

 

2. 方法 

（1）調査票 

調査項目は先行研究を元に 79，研究者間で協議した次の項目とした（付録 1）． 

①製薬企業による医薬品の宣伝・広告に対する医師としての接し方や情報解釈について教

育を行っているか（｢はい/いいえ｣），行っている場合には，必修か選択か，選択の場合に

受講する学生の割合，時間数，プログラムの内容． 

②学生に教育する授業以外の他の方法があるか（｢はい/いいえ｣），ある場合にはその内容． 

 

（2）調査の実施 

2016 年 4 月から 5 月の間に，日本国内の全医学部 80 校の学部長宛に調査への参加を依

頼する研究協力依頼状を送付した．学部長が調査協力を承諾した各大学の指定された担当

者（教務担当または教員）に，学部教育における医薬品プロモーションに関する公式カリ

キュラムの有無を尋ねる調査票と返信用封筒を送付した．この担当者には，調査票の回答

を記入後，研究事務局に返送してもらった． 
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（3）解析 

回答された公式カリキュラムのプログラム名，選択/必修，対象学年，時間数について記

述した．またプログラム内容の自由回答を内容によって分類した．分類には内容分析の手

法を用い，先行研究におけるプログラムの内容のカテゴリーを参考にして分類した 79．ま

た調査票に記載された回答内容と合わせて，該当プログラムのシラバスを各大学ホームペ

ージあるいは調査担当者から取得し補助資料として用いた． 

 

3. 結果 

（1）回答者属性 

80 大学中 44 大学（回答率 55%）より調査協力の承諾が得られた．内訳は国立 25 校，公

立 6 校，私立 13 校であった．回答者は教務担当者が 29 校，医学部教員が 15 校であった．

医薬品プロモーションに関する公式カリキュラムがある大学は 16 校（36.0%）であった（表

2-1）． 

 

（2）公式カリキュラム 

教育プログラムのある 16 大学の延べプログラム数は 24 であり，1 プログラムの大学が

11 校，2 プログラムは 2 校，3 プログラムは 3 校であった．1 プログラムあたりの授業時

間は平均 1.75 時間であった．対象としている学年は 1-2 年生が 4 プログラム，3-4 年生が

15 プログラム，5-6 年生が 5 プログラムであった（表 2-2）． 

プログラムの内容としては，臨床研究における利益相反，医療倫理教育の中での研究倫

理，基礎配属に際した研究倫理教育を挙げる大学が約半数であった．臨床医が製薬企業と

関わることについては，プロモーションコードなどの関連規約や，『米欧合同医師憲章』
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における利益相反管理の考え方を紹介するものもあった（表 2-3）．臨床医に関わる題材と

しては，プロフェッショナリズムを学ぶプログラムの中で製薬企業との関係についてディ

スカッションを行う授業がいくつかの大学で行われていた．製薬企業が医薬品情報の情報

源となりうることや，その製薬企業が提供する情報の批判的吟味について教育するプログ

ラムもみられた（表 2-4）． 

 

4. 考察 

調査協力大学のうち約 3 割の大学が教育プログラムが存在すると回答した．しかし，内

容は研究に関わる倫理や利益相反について扱うプログラムが多く，臨床現場における医薬

品プロモーションに関わる内容を扱うプログラムは限られていた．2005 年の国際調査にお

いては，医薬品プロモーションに関する教育は 79%の大学で行われ，このうち 74%が必修

カリキュラムに含まれている 79．またプログラム時間数についても，国際調査においては

1-2 時間の大学が 31%，3-7 時間の大学が 35%であり，本調査結果におけるプログラム数と

時間数はともに少なかった．また同調査において教育内容として多く扱われていた広告

（81%），MR（73%）について取り上げるプログラムは，本調査では限られていた 79．同

国際調査において多くのプログラムで扱われていた製薬企業後援の講演会・セミナー

（64%），売上げを促進することを目的とした研究（59%），贈り物（56%），オピニオンリ

ーダー（集団の意思決定に大きな影響を与える人）の起用（50%）について扱うプログラ

ムは，本調査では認められなかった 79．一方で，研究に係わる利益相反についての教育を

挙げる大学が比較的多かった． 

本調査の限界として，回答率（55%）がこれまでの国内におけるカリキュラム調査と比

較すると低かった．本テーマに関する教育に対して積極的な大学が調査に協力した可能性
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が考えられ，実際の教育実施状況を過大評価している可能性がある．今回｢教育している｣

と回答した大学も，その具体的内容は医薬品プロモーションとは関連が低いような回答が

散見された．回答者が，質問内容を｢研究倫理｣も含めた｢医学部における製薬企業との関

係｣として広くとらえて｢教育している｣と回答した可能性がある．この結果からは，臨床

医と製薬企業との関係における利益相反についての教育側の理解がまだ進んでいないこ

とや教育ニーズが低いことも推察される．このような状況では自己記入式調査票による回

答だけでは正確な状況が把握できなかったと考えられ，対面調査やインタビュー調査など

の別の手法で調査をする必要がある． 

  



 
 

16 
 

第 3 章 医学生調査（研究 2） 

1. 目的 

2012 年以降本邦における調査は行われておらず，近年の医学生と製薬企業との関わりの

状況は不明である．また日本の医学生が製薬企業との関係についてどのように考えている

のか，その態度についてはこれまでに報告はない．そこで日本の医学生と製薬企業との関

わりについての現状，および製薬企業との関わりに対する学生の態度を明らかにすること

を目的とした調査を行うこととした．同時に医学部における製薬企業による医薬品の宣

伝・広告に関する公式カリキュラムの有無についての調査（研究 1）の結果を用いて，医

学生の製薬企業との関わりに対する態度と学部教育の状況との関連について検証するこ

ととした． 

 

2. 方法 

（1）対象者 

全ての国内医学部医学科における臨床実習前後の学生を標的集団とした．2016 年 4 月か

ら 5 月の間に，日本国内の全医学部 80 校の学部長宛に研究協力依頼状を送付した．学部

長が調査協力を承諾した各大学において，臨床実習前と後の計二学年の医学生を対象とし

た．実習前の学年は各大学に調査実施が可能な学年を 1 から 4 年生から選定していただき

調査対象とした．実習後の学年については，本調査が年度の始まりから 11 ヶ月間を調査

期間としたため，5 年生の場合は実習開始直後の学生と実習開始後 1 年ほど経験した学生

とが混ざることが予想される．実習期間の違いが関わりの経験度合いに直接影響を与える

ことが考えられるため，本調査の実習後の学生は実習を一定期間以上経験している 6 年生

とした． 
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（2）調査票（付録 2） 

調査票は無記名の自己記入式の 23 項目，4 ページであり，先行研究の質問項目を元に研

究者間で協議し，製薬企業との関わり，製薬企業との関わりに対する態度，背景情報に関

する項目を設定した 29,40,55,56,58,63,67,81,82．表紙には研究の目的，参加は自由意思に基づくこ

と，回答の機密保持について記した．参加者への謝礼は提供しなかった． 

 製薬企業との関わり（関わり） 

過去に我々が実施した 2012 年の医学生調査 67で尋ねた製薬企業との関わりについての

15 項目のうち 2008 年の医師調査 40と共通の項目を選択した．具体的には，以下の 5 項目

について質問した． 

・ボールペンやメモ帳などの文房具をもらったことがあるか（文房具） 

・医学の教科書や本来有料の診療ガイドラインなどをもらったことがあるか（医学書） 

・製薬企業の製品説明パンフレットをもらったことがあるか（パンフレット） 

・製薬企業の製品説明会で提供された弁当を食べたことがあるか（弁当） 

・製薬企業が主催する講演会に参加したことがあるか（講演会） 

 製薬企業との関わりに対する態度（態度） 

製薬企業との関わりに対する態度について，情報の有用性，情報のバイアス，適切性，

診療への影響について尋ねた．具体的に，情報の有用性については「将来，パンフレット

/MR/講演会から得た知識を役に立てようと思うか」，情報のバイアスについては「パンフ

レット/MR/講演会の情報は偏っていると思うか」，適切性については「製薬企業から文房

具/医学書/パンフレット/弁当を受け取る，または講演会に参加することは問題がないか」，

診療への影響については「医師が製薬企業から文房具/弁当を受け取ることはその医師の臨

床行動に影響しないか」の合計 13 項目の設問とした．回答は，各設問にどの程度賛成す
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るかを 5 段階 Likert スケールで尋ねた． 

 回答者の背景情報 

性別，年齢，学年に加えて，親が医師であるか，製薬企業との利益相反についての教育

を受けたことがあるかどうかについて尋ねた． 

 

（3）調査の実施 

調査協力の得られた大学の医学部長に各大学の調査担当者を推薦していただき，調査票

と調査後配付資料を送付した．調査票は出席が必修となっている授業等の機会を利用して，

担当者に一斉に配布してもらい，その場で回収をしてもらった．調査票の回収直後に，製

薬企業が医師に対して販売促進活動を行うことに関する現行規則を記載した参考資料と

して調査後配付資料（付録 3）を配布してもらった．これは医学生・臨床医と製薬企業と

の利益相反について十分な知識が与えられていない可能性のある医学生に対して，この医

学生・臨床医との関係の倫理的な是非を問う内容の調査票となっていたため，回答者を不

安にさせないよう配慮したものである．回収された調査票は担当者に返送してもらった．

調査実施時期は 2016 年 5 月から 2017 年 3 月までとした． 

 

（4）解析 

調査票はあらかじめ設定された調査期間（2017 年 3 月末まで）に返送され，全 23 項目

中 80％以上（19 問以上）に有効回答がなされているものを有効票とした．1 問につき複数

回答があるもの或いは回答がないものは無効回答とした．データ入力の正確性を期すため，

著者がデータ入力を独立して 2 回行い，二つのデータシートを比較し誤りを正した．すべ

ての解析には SPSS. 23 版を用いた． 
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 記述統計 

すべての変数について回答割合を記述した．割合の算出においては各項目への回答数を

母数とした． 

 単変量解析 

実習前と後の群において，関わり 5 項目と態度 13 項目について回答割合を比較するた

めカイ二乗検定（両側検定，p 値 < .05）を行った． 

 多変量解析 

5 項目（文房具，医学書，パンフレット，弁当，講演会）を製薬企業から受け取ること

をどう思うかという適切性についての質問に対する回答について，「問題がない」と思う

ことに関連する要因を検討する多変量解析を行った． 

従属変数は，「全く問題がない」「あまり問題ない」を「問題がない」群，「かなり問題

がある」「やや問題がある」「どちらとも言えない」を「問題がある」群として 2 群とし，

「問題がない」と思うことに関連する要因を検討する多変量解析を行った．適切性以外の

態度の項目を説明変数として用いる際には以下のように二群化して変数として用いた：情

報の有用性（2 項目）の質問については「そう思う」「ややそう思う」を「役に立てようと

思う」群とし，「そう思わない」「あまりそう思わない」「どちらともいえない」を「役に

立てようと思わない」群（=リファレンス）とした．情報のバイアス（2 項目）の質問につ

いては「偏っていない」「あまり偏っていない」を「偏っていないと思う」群，「偏ってい

る」「やや偏っている」「どちらともいえない」を「偏っていると思う」群（=リファレン

ス）とした．影響の質問については「全く影響がない」「あまり影響がない」を「影響が

ない」群，「かなり影響がある」「やや影響がある」「どちらともいえない」を「影響があ

る」群（=リファレンス）とした．説明変数は公式カリキュラムを受講していることと背
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景情報（性別，両親に医師がいる/いない，教育を受けたことがある/ない，大学種別（国

公立/私立）），それぞれの項目についての関わりと態度についての項目とした（表 3-1）．た

とえば文房具の適切性についての多変量モデルにおける説明変数は，背景情報，文房具の

経験（ある=1，ない=0），文房具の診療への影響（影響がない=1，影響がある=0）とした．

強制投入法を用いた多重ロジスティック回帰分析を行い，オッズ比と 99%信頼区間を求め

た．多変量解析においては多重比較の補正のため，Bonferroni の調整により p 値は 0.01 未

満を統計学的に有意と定義した． 

 

3. 結果 

日本国内の全 80 大学のうち，調査協力が得られた大学は 40 大学（回答率 50%）であり，

国立 22 校（全国立大学における回答率 51.2%），公立 6 校（全公立大学における 75.0%），

私立 12 校（全私立大学における回答率 41.4%）であった．このうち製薬企業による医薬品

プロモーションに関する教育プログラムを有する大学は 13 校（33.0%）であった（表 3-2）．

各大学により選定された学年の在籍学生総数は 9132名であり，7029人から回答があった．

このうち 238 人は回答が不完全であり，30 人はプロトコール通りに実施されなかったため

無効とした．有効回答数は全体で 6771（有効回答率 74.1%）であり，実習前は 3395/4661

（72.8%），実習後は 3376/4471（75.5％）であった． 

（1）回答者の特性 

回答者属性を表 3-3 に示す．平均年齢は実習前 21.3 歳（標準偏差 2.81），実習後 25.4 歳

（3.14）であった．男女比はおよそ 2 対 1 であり，両親に医師がいるのは実習前後ともに

4割弱であった．製薬企業との利益相反について教育を受けたと回答したのは実習前 10.8%，

実習後 38.9%であった（p < .001）．一方，公式カリキュラムを受講した学生は実習前 3.0%，
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実習後で 32.3%であり，教育を受けたと回答した学生の割合は，実際に公式カリキュラム

を受講した学生の割合と比較して実習前，実習後とも多かった． 

 

（2）製薬企業との関わり 

実習前の学生では文房具をもらったことがあるのは 1031/3393（30.4%）であり，その他

の関わりを経験したことがあるのは医学書が 5.3%，パンフレットが 17.6%，弁当が 13.0%，

講演会が 8.7%と少数であった．実習後の学生では，文房具，製品説明パンフレット，説明

会での弁当を食べるのは 98%以上の学生が経験しており，講演会への参加も 80.1%であっ

た．一方で医学書をもらった学生は実習後においても 26.7%にとどまった．5 項目全て，

実習前後で有意に増加した（全て p < .001）（表 3-4）． 

 

（3）製薬企業との関わりに対する態度 

 情報の有用性（図 3-1） 

製薬企業から提供される情報を役に立てようと思うと答えたのは実習前より実習後の

方が多かった．たとえばパンフレットの情報を役に立てようと思うと回答したのは，実習

前は 1554/3394（45.8%），実習後は 2304/3375（68.3%）であった（p < .001）． 

 情報のバイアス（図 3-2） 

パンフレットやMR からの情報を偏っていると考える学生と偏っていないと考える学生

はどちらも実習前より後のほうが多かった．たとえばパンフレットの情報は偏っていない

と考える学生は実習前で 169/3380（5.0%）で実習後は 363/3373（10.8%），偏っていると考

える学生は実習前で 799/3380（23.6%），実習後は 979/3373（29.0%）であった．講演会の

情報については偏っているとした学生は実習前後とも同程度であった（実習前 761/3354; 

22.7% vs. 実習後 764/3376; 22.6%）． 
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 適切性（図 3-3） 

医学生が企業から文房具，パンフレット，弁当をもらったり，講演会に参加したりする

ことについて，実習前は文房具が 62.7%，パンフレットは 59.7%，弁当が 52.0%，講演会

は62.9%が問題ないと回答した．医学書について問題ないと答えたのは実習前で42.8%と，

他の項目に比べると比較的少なかった．実習後は，すべての項目において，問題ないと考

える学生は実習前と比較して 10%前後多かった．医学書については問題があるとした学生

は実習前後とも 20%を越え，他の項目を問題あるとした学生と比較して多かった：文房具

をもらうことは問題あると思うのは実習前 8.0%，実習後 6.9%，パンフレットをもらうの

が問題あると思うのは実習前 5.7%，実習後 3.6%，弁当を食べるのを問題あると思うのは

12.3%，実習後 9.1%，講演会に参加するのを問題あると思うのは実習前 3.7%，実習後 2.6％

であった．製薬企業との利益相反についての教育を受けたと回答した学生（n=1675）にお

いて，公式カリキュラムへの曝露があった学生となかった学生との間に，それぞれの関わ

りを問題ないと思う割合に違いはなかった．たとえば文房具をもらうことが問題ないとし

た学生は公式カリキュラムへの曝露があった学生では 69.1%（337/488），曝露のなかった

学生では 73.2%（867/1184）であった（p = 0.084）． 

 診療への影響（図 3-4） 

医師が文房具や弁当をもらうことがその医師の臨床行動に影響がないとした学生は，実

習前より実習後の方が多かった．弁当については実習前で 2050/3385（60.6%），実習後は

2391/3367（71.0%）が診療への影響がないと考えていた．文房具をもらうことや弁当を食

べることが診療に影響があると考える学生は実習前後の両者において 10%程度であった． 

 適切性と関連する因子（多変量解析） 

製薬企業との関わりを問題ないと考えることに関連する因子を検討した多変量解析の
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結果を表 3-5 に示す．それぞれの贈り物をもらった経験があること，文房具と弁当につい

ては臨床行動に影響がないと考えること，パンフレット，講演会については情報を役に立

てようと考えたりバイアスがないと考えたりすることが，それぞれの贈り物をもらうこと

を問題ないと思うことに関連する要因であった．たとえば文房具をもらうことを問題ない

と思うことには，公式カリキュラムを受講していない（odds ratio（OR）: 0.81, 99% confidence 

interval（CI）: 0.65-0.99），関わりの経験あり（OR: 1.67, 99%CI: 1.42-1.97），臨床行動に影

響はない（OR: 6.57, 99%CI: 5.65-7.65）が有意に関連していた．すなわち文房具を実際にも

らうこと，文房具をもらうことは診療に影響しないと思うことが，「文房具をもらうこと

は問題ない」と思うことと関連し，特に診療に影響しないと思うことの odds 比はほかの要

因よりも大きかった．講演会に参加することを問題ないと思うことには，利益相反の教育

を受けたと思っている（OR: 1.38, 99%CI: 1.15-1.66），講演会参加の経験あり（OR: 1.31, 

99%CI: 1.11-1.54），講演会の情報を役に立てようと思う（OR: 3.23, 99%CI: 2.79-3.75），講

演会の情報は偏っていないと思う（OR: 4.13, 99%CI: 2.87-5.96）が有意に関連していた。す

なわち講演会に実際に参加すること，講演会の情報は偏っておらず，役に立てようと思う

ことが，「講演会に参加することは問題ない」と思うことと関連していた．公式カリキュ

ラム受講と適切性との関連は，文房具以外の医学書，パンフレット，弁当，講演会には認

められなかった．一方利益相反についての教育を受けたと思っていることはパンフレット

（OR: 1.27, 99%CI: 1.06-1.52）または講演会（OR: 1.38, 99%CI: 1.15-1.66）を問題ないと考

えることと関連が見られた．私立大学であることは医学書（OR: 1.33, 99%CI: 1.15-1.53）を

問題ないと考えることと関連が見られた．  
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4. 考察 

 医学生と製薬企業との関わり 

実習後の学生は，9 割以上が製薬企業から文房具をもらったり，提供された弁当を食べ

たりしており，80%の学生が講演会に参加したことがあると回答し，これらの関わりは実

習前の 3 割以下と比べ多かった．この頻度 55,83や実習後に関わりが多い 67,81,83,84という結

果は米国などの先行研究と同様であった．我が国の臨床医を対象とした調査では 96％がボ

ールペンをもらっており，生涯教育イベントについて職場内で実施されるものには 80%が，

職場外で実施されるものには 93%が参加しているという状況から，実習後の学生において

は臨床医と同様に，ほとんどの学生に製薬企業との関わりが存在する状況が明らかとなっ

た 40． 

米国のワシントン大学における調査では 1 年生のうちに約三分の一の学生が企業の提供

する食事を食べていると報告された 78．本調査では実習前の学生においても 3 人に 1 人は

文房具をもらい 8 人に 1 人は弁当を食べたことが示された．我が国においても 3 分の 2 の

医学部では開業医，市中病院，老人保健施設などで 1 年生に早期曝露実習を行っており，

こうした早期曝露実習が始まる前に利益相反教育を実施する必要性が示唆される． 

 医学生の製薬企業との関わりに対する態度 

態度について，パンフレットの情報を役に立てようと考えている学生の割合は実習前で

45.8％，実習後で 68.3％であり，これは海外の先行研究で「製薬企業の配布する資料は有

用だ」とする学生が 30～70%であるのと比較すると大きな違いがなかった 55,56,58,82．また

諸外国において製薬企業後援の症例検討会はバイアスがかかっていると 7－9 割の学生が

考えていたのと比較して 55,56,58,63,82，本調査においてこれらの情報にバイアスがかかってい

ると考える学生は 2-3 割と少数にとどまった．カリキュラム調査（研究 1）において，製
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薬企業の提供する情報の批判的吟味を公式カリキュラムで教えている日本の大学はわず

か 6.8％（3/44）であり 85，国際調査の北米における 79%と比較して低い割合であったこ

とが，情報のバイアスに対する態度の違いの要因である可能性がある 79． 

贈り物の適切性について実習前は 62.7%，実習後は 71.8%の学生が文房具をもらうこと

は問題ないと考えており，食事や医学書，少額の贈り物について適切だと考える割合は半

数程度とする先行研究より高く 55,56,58,63，このように考える学生が実習後に増えることは

先行研究と一致した 66．ただし適切性の質問においては，先行研究と同様に，利益相反の

存在を意識して「問題ない」と回答したのか，利益相反の存在を知らずに「問題ない」と

回答したのかは区別しなかった．贈り物の影響については，先行研究において「贈り物や

食事の提供を受けることが，自分/同級生がその会社の薬を処方することに繋がる」と考え

る学生が 25～70%程度であったことと比較すると 29,55,56,58,81,82，本調査において診療に影響

があると考える学生の割合は 10%以下であり，かなり低かった．2008 年の日本の医師調査

においても自分あるいは他の医師の臨床行動によくない影響を与えると考える医師は

16%であり，診療への影響に対する医学生の認識にも上級医の態度が影響している可能性

が推察された 40．また診療への影響の認識が低いことには，情報の批判的吟味についての

教育がなされていないことも影響している可能性がある． 

 多変量解析：医学生の態度（適切性）に関連する因子 

多変量解析においては，関わりが「問題ない」と考える要因として「関わりを経験する」

ことと「贈り物が臨床行動に影響がないと考える」ことの関連が大きかった．Sarikaya ら

は医師が MR と直接関わることで，関わりを持たない場合と比べて 3 倍の確率で「同級生

が贈り物をもらっているとうらやましい，MR からの情報をもらえてありがたい」といっ

た製薬企業に対する好意的な態度を取るとした 86．また「関わりを経験する」ことが製薬
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企業と関わることへの懐疑心やためらいを減らすことになり，よくない影響を受けやすい

状態でさらに関わるようになっていくことが示唆されている 60,87．本研究における「関わ

りを経験する」ことと関わりを「問題ない」と考える態度の関連は，こうした先行研究の

結果と矛盾しない．Sierles らは関わりを問題ないと考えるかと懐疑的かどうかについての

間には相関があるとし，懐疑的な学生は贈り物が適切であると考える傾向が低くなるとし

た 55,56．これは本研究で贈り物の「影響がない」と考えることが贈り物を「問題ない」と

考えることと関連したことと矛盾しない．Sierles らの定義した懐疑的態度には情報の有用

性，情報のバイアス，診療への影響に関する質問項目が含められている．本研究はこれら

の要素のオッズ比を個別に算出することにより，関わりの経験や情報の有用性，バイアス

のオッズ比が 1－3 程度であるのと比較して「診療への影響がない」と考えることのオッ

ズ比は 6－7 であり，「問題ない」と考えることに強く関連していることを明らかにした．

このことから診療への影響を認識させるような教育プログラムが学生の態度を変化させ

るのに有効性が高いと期待される． 

 利益相反の教育 

製薬企業との関係における利益相反についての教育を受けたことがあると回答した学

生は，実習前で 10.8%，実習後で 38.9%と，米国やフィンランドにおける全国調査におけ

る実習後の学生の 6－7 割が何らかの教育を受けたことがあるという結果と比較して低い

水準であった 29,62．しかし公式のプログラムを受講した学生の割合と，「教育を受けた」と

回答する学生の割合には乖離がみられ，教育を受けたと回答した学生の割合は，実際に公

式カリキュラムを受講した学生の割合と比較して高かった．この原因として，公式カリキ

ュラム以外にも実習の現場で教員や上級医からの直接の指導を受けた可能性が考えられ

る（hidden curriculum） 68,83,88．本調査においてはパンフレット，講演会を「問題ない」と
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考えることと「教育を受けたと思うこと」に関連がみられた．したがって医学生が受けた

と考えている臨床の現場での教育が，これらの関わりを肯定的に捉える内容であったこと

が推測される．指導医のロールモデルとしての役割が製薬企業との関係に対する態度に影

響を与えるという意味で重要であることが先行研究において強調されてきたが，本調査で

もロールモデルとしての役割の重要性が示唆された 54,55,89． 

 限界 

本調査にはいくつかの限界がある．調査回答者の男女比，国公私立比，年齢構成は全医

学生の構成比とおおよそ一致したが 90，調査協力した大学が半数にとどまったことには

participation bias が懸念される．調査協力を断った多くの大学は，協力できない理由として

調査の内容を挙げており，調査に協力しなかった大学の特性として，たとえば製薬企業と

の関係についての教育に消極的な大学が協力しなかった可能性が考えられる．第二に，無

記名と自己記入式という方策を講じたが，回答が社会的に望ましい回答に偏った可能性が

ある．第三に，それぞれの回答者が公式カリキュラムを受講したかどうかは確かめておら

ず，調査の対象となったクラスが当該プログラムを履修したかどうかを調査担当者に確認

し，すべての当該プログラムが必修科目であったために，履修済みの場合は回答者も受講

したとみなしたものである．最後に本調査は横断研究であることから，関わりと態度との

間の因果関係を示すものではないことである．第四に，本調査で MR としたものは，回答

者にとって，医薬品卸売会社の営業担当であるメディカルスペシャリスト（MS）や治験

の担当者である臨床開発モニター（CRA）などと区別がついていない可能性があるが，本

調査においては厳密な区別をしなかった．最後に，本研究結果は異なる教育環境において

は一般化できない可能性がある．プロフェッショナリズム教育において，文化的背景を考

慮する必要があることが報告されており 91，製薬企業との関係においても社会文化的背景
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が大きく影響を与えているものと考えられる．教育的介入や規制の策定を検討する際に，

欧米での経験は参考にはなるが，欧米以外の社会文化的背景の異なる国々で同じような効

果をもたらすとは限らない．このため本研究は東アジア地域において教育介入や規則の策

定を考えるにあたり非常に有益な知見を提供すると考えられる．  
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第 4 章 医学生と製薬企業の関わり－2012 年との比較（研究 3） 

1. 目的 

2013 年に JPMA によるプロモーションコードが改訂され，企業から物品の提供に大まかな上

限が示された 51．同時に透明性ガイドラインにより企業から医療機関等への資金提供の自主公

表が始まった 52．企業側のこうした動きにより，医療現場での製薬企業との関わりに変化が起

こっている可能性が考えられるが，医学生の調査は 2012 年以降，我々が調査を実施するまで

行われていない．そこで現在の状況を 2012 年の調査結果と比較することを目的とした． 

 

2. 方法 

2012 年の調査のデータは，2016 年調査の共同研究者である愛知医科大学，宮田靖志氏

より提供を受けた．2016 年のデータは，医学生の製薬企業との関わりとこれに対する態度

の調査する無記名の自己記入式調査票を用いた横断調査（研究 2）の一部を用いた．本研

究のプロトコールおよび 2012 年調査のデータ使用の手続きについては筑波大学医の倫理

委員会の承認を得て実施された． 

（1）2012 年調査 

2012 年 2 月から 10 月の間に，研究者がアクセス可能な日本国内の全医学部 80 校の教育

関連部門の教員，または医学部長に，調査協力依頼書が E メールまたは郵送にて送付され

た．調査協力の了承が得られた大学の指定された担当者宛てに質問票が送付された．調査

対象となる各大学で実施可能な対象学年が決められ，研究者から実施学年についての具体

的指示は行わなかった．質問票は各大学の担当により配布回収された．調査は無記名の自

己記入式調査票を用いた調査であった．回答者が臨床実習前であるか実習中/後であるかは，

返送時に担当者から通知された． 
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質問項目は全 15 項目について，これまでに受け取ったり経験したりしたことがあるか

を尋ねた：①ボールペンやメモ帳などの文房具，②文房具以外の小グッズ，③製品説明パ

ンフレット，④その製品で治療する疾患に関する医療情報のパンフレットや文献，⑤医学

の教科書や本来有料の診療ガイドライン，⑥製品説明会に出席，⑦製品説明会で提供され

た弁当，⑧製品説明会後の食事会に出席，⑨製薬会社が主催する講演会後の懇親会に出席，

⑩講演会出席のためのタクシーチケット，⑪講演会出席のための旅費，⑫講演会出席のた

めの宿泊費，⑬学生サークルなどの活動支援，⑭私的な用事（引っ越しの手伝い等）を頼

む，⑮製薬会社の運営する医療情報サイトへの登録．  

 

（2）2016 年調査 

本研究では研究 2 で得られたデータの一部を解析に利用した．対象者，調査票，調査の

実施については第 3 章：医学生調査（研究 2）に記載した． 

 

（3）解析方法 

製薬企業との関わりのうち 2012 年調査と共通の 4 項目について，本調査および 2012 年

調査の実習前と後をそれぞれ比較するためカイ二乗検定を行った． P 値は両側検定で 0.05

未満を統計学的に有意と定義した．すべての解析には SPSS.23 版を用いた． 

 

3. 結果 

（1）回答者属性 

2012 年調査の協力大学は 80 大学中 43 大学（国立 24 校，公立 5 校，私立 14 校）で，有

効回答数は 5430（実習前 2660，実習後 2770）であった．2016 年調査では，日本国内の全
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80 大学のうち，調査協力が得られた大学は 40 大学（回答率 50%）であり，国立 22 校，公

立 6 校，私立 12 校であった．各大学により選定された学年の在籍学生総数は 9132 名であ

り，有効回答数は全体で 6771（有効回答率 74.1%）であった．回答者属性を表 4－1 に示

す。2012 年調査では実習前学生は 1－3 年がおらず，4 年生が 3 分の 2，5 年生が 3 分の 1

を占めていた．2016 年調査においては 1－3 年生がそれぞれ 21%, 32%, 44%であった．実

習後は 2012 年は 5 年生と 6 年生がおよそ同数であったが，2016 年調査においては調査依

頼の段階で臨床実習後の学年を 6 年生のみと指定したため，すべてが 6 年生であった． 

 

（2）2012 年と 2016 年の比較 

実習前の学生で文房具をもらったことがあるのは 2012 年および 2016 年はそれぞれ

36.8%，30.4%（p < .001），パンフレットは 31.2%, 17.6%（p < .001），弁当は 21.2%，13.0%

（p < .001）であり 2012 年調査と比較して 2016 年の方が有意に少なかった．医学書はそれ

ぞれ 4.1%，5.3%（p = 0.03）と 2016 年の方が多かった． 

実習後の学生において文房具は 2012 年および 2016 年ではそれぞれ 97.1%, 98.3%（p 

= .001）, パンフレットは 97.4%, 98.6%（p = .001），弁当は 96.6%, 98.8%であり(p < .001），

すべての項目において 2012 年調査と比較して有意に多かった．とくに医学書は 2012 年，

2016 年でそれぞれ 16.9%，26.7%（p < .001）であり，およそ 10%の違いがあった（表 4-2）． 

 

4. 考察 

日本の医学部における実習前後の医学生の製薬企業との関わりを追跡調査した．臨床実

習後は 2012 年，2016 年ともにほとんどの学生が弁当やパンフレット，文房具をもらって

いた．関わりの割合は 2012 年と比較して 2016 年はわずかではあるが有意に増加していた．
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とくに医学書については 2012 年の調査と比較すると 2016 年では実習後の学生に 10%と大

きな増加が見られた．2012 年と比較して 2016 年の参加者はより高学年の割合が高くなっ

たことが結果に影響した可能性も考えられる． 

米国では 2008 年に各種学会の倫理規程が改定され，その翌年（2009 年）の医学生にお

ける追跡調査において 2004 年と比較して製薬企業との関わりが減少したことが示されて

いる 56．贈り物や関わりが直接的に禁止されていないにもかかわらず関わりが減少した要

因について，著者らは報道機関や学会等の関心が高まったことや施設内で新たな規則が設

けられた可能性，公開が増えたこと，企業が宣伝広告費を削減したことなどが起こった可

能性が要因と考察した．本調査は JPMA からの自主規制改定により贈り物や食事の金額に

上限が設けられてから 3 年後に行われた 51．制限された額よりも低い贈り物の場合は，こ

の制限の設定により贈り物の授受に直接的な変化は起きないと考えられるが，新たなガイ

ドライン策定によりマーケティング手法に変化が起こっている可能性が推測され，関わり

が少なくなると予測した．しかし本邦における製薬企業側からの自主規制は臨床実習後の

医学生の製薬企業との接触行動を減少させておらず，医療者側の学会による倫理規程等の

提案も考慮されるべきであることが示唆された．一方，臨床実習前の医学生の関わりは減

少していた．これは 2012 年と比較して 2016 年の調査ではより低学年の回答者が多かった

ことに起因する可能性があるが，これを説明するだけの十分なデータは得なかった． 

本調査にはいくつかの限界がある．第一に調査協力した大学が半数にとどまったことに

は未回答者バイアス（non-respondent bias あるいは participation bias）が懸念される．調査

協力を断った多くの大学は調査の内容自体を協力できない理由として挙げており，製薬企

業との関係についての教育に消極的な大学が協力しなかった可能性が考えられる．また

2012 年調査においては研究者のアクセスが可能な国内医学部の教育担当者に研究への協
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力依頼を行い，協力の得られた大学を対象として調査を行った．すべての医学部の医学部

長宛に調査協力を依頼した本調査とでは参加協力大学への依頼方法が異なっているため，

この結果を単純に比較することが実際の経時的変化と異なる可能性がある．第三に，無記

名と自己記入式という方策を講じたが，回答が社会的に望ましい回答に偏った可能性があ

る． 

今後は，本邦においても臨床医や医学生の製薬企業とのかかわり方についての専門機関

からの提言や規約が策定されることが期待されるが，その後の医学生と製薬企業との関わ

りの状況もまた，追跡調査していく必要がある． 
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第 5 章 結論 

1. 研究結果のまとめ 

研究 1 では調査協力大学のうち約 3 割の大学が公式カリキュラムが存在すると回答した．

しかし，内容は研究に関わる倫理や利益相反について扱うプログラムが多く，臨床現場に

おける医薬品プロモーションに関わる内容を扱うプログラムは限られていた． 

研究 2 では日本の医学部における実習前後の学生の製薬企業との関わりを経験した割合

と，これらの関わりに対する医学生の態度が明らかになった．関わりについては，実習前

でも一定割合の学生が経験しており，実習後はほとんどの学生が贈り物をもらった経験が

あった．また，製薬企業との関わりを経験していること，製薬企業が提供する情報を有用

だ，あるいはバイアスがかかっていないと思うこと，贈り物が診療行動に影響しないと思

うことは，医学生が製薬企業から贈り物をもらうことを「問題ない」と考えることに関連

が見られた．製薬企業のプロモーションについての公式のカリキュラムを受講しているこ

とと問題があると考えることの関連は文房具で認められただけで，医学書，パンフレット，

弁当，講演会では認められなかった．  

研究 3 では 2013 年に日本製薬工業会のプロモーションコードの改変により贈り物の上

限の目安が設定されたりしたため，2012 年と比較して医学生と製薬企業との関わりも減少

するものと予想された．しかし臨床実習後の学生の関わりはわずかではあるが統計学的に

有意な増加を認めた． 

 

2. 本研究結果の意義と今後の展望 

研究 1 は製薬企業プロモーションに関する卒前教育の状況について初めて報告したが，

これはすでに報告されている国際調査と比較して，医学生が製薬企業とどのように関わる
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べきであるのかを学ぶには十分ではない内容であった．日本医学教育学会はようやく 2019

年 1 月に「医療専門職教育における利益相反の考え方」という提言を出した 92．この提言

の中では AAMC の勧告の提言と同様に「学生を含むすべての学習者に，利益相反とその

管理についての教育を行うべきである」としている．本研究から，教育はまだこれから試

行錯誤がなされる段階であることが示され，今後は積極的に実践の報告がなされることと

期待される． 

研究 2 は我が国において医学生が製薬企業との関係についてどのように考えているのか

について初めての調査であり，海外における調査結果との類似点として実習前から製薬企

業との関わりを経験し，実習後はほとんどの学生が関わっていること，多くの学生が製薬

企業から提供された情報を役に立てようと考え，実習後にさらに増えることがわかった．

しかし相違点として製薬企業から提供された情報が偏っていると考える学生が少ないこ

とが明らかになった．これは研究 1 の結果を踏まえると，卒前教育において，医薬品情報

の批判的吟味についての教育が不十分であることが一因と考えられる．本研究では医学生

が製薬企業との関わりを問題があると考えるかどうかを主なアウトカムとした．ところで

18 世紀の哲学者であるヒュームは，「理性は情念に仕え」「理性だけではいかなる行為も生

み出し得ない」とした 93．すなわち本研究で調査した医学生の態度（問題ない，あるいは

問題あると考えること）は，彼らの行動と一致するとは限らないということであるが，こ

れはこれまでの質的研究によっても裏付けられている 94．したがって，教育効果のアウト

カムとしては実際の臨床行動を測ることも必要になってくると考える．それでも尚，製薬

企業との関わりは問題がないかどうか考えることは重要である．なぜなら問題があると感

じる関わりが，実際に患者に不利益を与えていないことはよく生じるのであるが，管理が

必要な利益相反とは不利益を生じる利益相反ではなく，利益相反状態そのものであるとさ
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れているからである 95． 

研究 3 では 2012 年と 2016 年の関わりの状況に経時的な変化といえる違いはほとんどな

かった．この期間の変化といえば，JPMA による医薬品プロモーションコードの改訂で，

プロモーションに関わる贈答品は 3~5 千円まで，と明記されたことであるが，これは本調

査の関わりを制限するものではないために影響はなかった．直近では， IFPMA はプロモ

ーションコードを 2018 年 6 月に改定，2019 年 1 月に実施した 96．これに伴い JPMA もま

た，プロモーションコードを 2019 年 1 月に改定した 97．最新のプロモーションコードでは

プロモーションに関わる贈答品としてペンとノート以外のものが禁じられ，医学書や定期

購読雑誌，教育情報を含んだメモリースティックは最小限の範囲で提供可能であると明記

された．一方，上述のように日本医学教育学会より 2019 年 1 月に「医療専門職教育にお

ける利益相反の考え方」という提言がなされた 92．これらにより今後，医師および医学生

と製薬企業との関わり方は大きく変化することが予測される．本研究により教育が不足し

ていることが示されたことで，今後，卒前卒後の教育が増えていくことも期待され，医師

および医学生と製薬企業との関係の変化を態度と行動を含めて追跡することが求められ

る． 
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表 1-1：大規模な医師調査（横断研究） 
第一著者，年 国 n 回答率 主な結果 

Kusserow, 
199226 

アメリカ 617 62% 
77%：少額の贈り物．37%：食事の提供．処方が

多い医師に対して頻繁に贈り物を提供． 

Campbell, 
200727 

アメリカ 1662 52% 
94%：過去 1 年に何らかの関わり，83%：職場内

の食事．家庭医は他科より頻繁に MR と面会．循

環器医は他科より多く報酬をもらう． 
Campbell, 
201028 

アメリカ 1891 64% 
上記の追跡調査．84%：過去 1 年に何らかの関わ

り，71%：職場内の食事．いずれの関わりも減少． 

Austad, 
201329 

アメリカ 739 43% 

54%：過去 6 ヶ月に何らかの贈り物．28%：職場

外の食事．35%：$50 未満の贈り物をもらうこと

は適切である．34%：贈り物をもらうと，自分は

その会社の薬を処方しやすくなる． 

Lee, 201630 アメリカ 4720 62% 
73%：職場内での飲食品．贈り物をもらっている

ことと自分の診療の質を低く感じることが相関． 

Strang, 
199631 

カナダ 262 50% 
週 4.2 回 MR と関わる．21%：MR から食事の提

供を受けても良いと思う．70%：MR は医師の処

方に影響を与える． 

Lieb, 201432 ドイツ 160 12% 
84%：週 1 回以上 MR に会う．42%：MR により

処方が影響を受ける．MR にしばしば面会する医

師は，そうでない医師より処方数が多い． 
McNeill, 
200633 

オースト

ラリア 
823 39% 

96%：食事，94%：職場で使う物，51%：個人的

な贈り物． 

Montastruc, 
201434 

フランス 631 17% 
関わりは平均 月 1.9 回．85%：飲食店での食事．

製薬企業の情報に対して否定的態度は 42.7%．肯

定的な態度と関わりが多いことが相関． 

Alosaimi, 
201435,36 

サウジア

ラビア 
663 66% 

80%：何らかの贈り物，53%：文房具，38%：食

事．大部分は肯定的な態度．否定的な態度は製薬

企業との関わらないことや贈り物を拒否するこ

とと関連し，倫理教育を受けたことは関係ない． 

Alssageer, 
201237,38 

リビア 608 61% 
94%：過去 1 年に MR と面会．91%：過去 1 年に

贈り物，73%：簡素な贈り物．94%：MR は新薬

の情報を得るのに重要． 

Riese, 201539 欧州 20 国 1268 88% 

過去 2 ヶ月における製薬企業との関わりは国に

よって異なる（平均 0.9～19 回）．64%：贈り物

は自分の処方に影響しない．18%：MR の説明会

は自分の施設では禁止されるべきだ． 

Saito, 201040 日本 1411 54% 
96%：文房具をもらう．49%：職場外の食事の提

供．MR との面会と贈り物を禁止する職場内で規

則があることは，関わりが少ないことと関連． 
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表 1-2：大規模な医学生調査（横断調査） 
著者, 年 国 n 回答率 主な結果 

Sierles, 200555 アメリカ 826 72% 

平均週 1 回の贈り物またはイベント参加が

ある．贈り物が不適切だと考える学生の大半

が受け取っている．関わりと適切性，影響に

関する態度に相関がみられた． 

Sierles, 201556 アメリカ 886 68% 

2003 年より関わりが減少した(月 1.6 回)．贈

り物を適切だと考える学生が減少し，影響が

あると考える学生が増えた．65%：MR との

主な面会場所が外来クリニックである． 

Austad, 
201329 

アメリカ 1610 49% 
贈り物は一般的で 1 年生より 4 年生の方が多

い．NIH からの補助金が多い大学の学生ほど

贈り物を受け取ることが少ない． 

Lieb, 201358 ドイツ 1038 90% 

贈り物を受け取ったこともイベントに参加

したこともないのは 12%．46%は贈り物は影

響がほとんどないので受け取っても構わな

いと考える．25%は贈り物が将来の自分の処

方行動に影響すると思う． 

Etain, 201459 フランス 1474 不明 

贈り物を受け取ったことがある実習前学生

28%，実習後学生 72%．自分は利益相反を判

別することができると考えているにもかか

わらず，いくつかの状況を利益相反状態であ

ると正しく認識できていなかった． 

Lea, 201060 ノルウェ- 819 66% 

74%は何らかの企業との関係に曝露されて

いる．曝露の程度と態度とは相関しない．曝

露の程度は feeling of competence と相関して

いる.  

Vainiomaki, 
200461 

フィンラ

ンド 
952 34% 

実習前 20%，実習後 68%が MR による説明会

に月二回以上参加．実習前 19%，実習後 25%
はプロモーションが処方行動に影響がある

と考えている．影響があると考えることと，

参加頻度が高いことや講演会を増やしてほ

しいと考えることと関連がある． 

Vuorenkoski, 
200862 

フィンラ

ンド 
1523 44% 

2004 年より MR の説明会に参加する学生が

減少した（月二回以上が 17%）．61%が企業

のプロモーションに対する教育がもっと必

要であると考える． 

宮田, 201367 日本 5431 不明 
文房具授受，製品説明パンフレット授受，製

品説明会への出席，弁当飲食は，実習後 95%
以上の医学生が経験． 
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表 2-1：カリキュラム調査協力大学 (n = 44) 

    n % 

大学種別 国立 25 56.8 

 
公立 6 13.6 

  私立 13 29.5 

プログラム あり 16 36.4 

  なし 28 63.6 

 

 

表 2-2：各大学におけるプログラム数と時間数 (n = 16) 

    n % 

プログラム数 1 11 68.8 

 
2 2 12.5 

  3 3 18.8 

大学別総時間 2 時間以下 10 62.5 

  2 時間より多い 6 37.5 
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表 2-3：医薬品の宣伝・広告に関する教育プログラムの具体的内容 
学年 必/選 時間 プログラム名 内容 取り扱う項目 

2 必修 2.5 
医療概論Ⅱ在宅ケ

ア・キャリアパス 

講義「医師のプロフェッショナリズム」の中で十数例ケーススタディを行っているがその一事

例として製薬企業による説明会に（臨床実習中に）参加したシチュエーションを設定してディ

スカッション，説明を行っている． 

医薬品説明会 

5 必修 2 CC 臨床薬理学 

臨床試験の論文を読ませ，医師としてデータを読む力，特に臨床試験のデータを批判的にレビ

ューする技術を教えている．（positive data のみが掲載されやすい（パブリケーションバイアス），

試験デザインが企業に都合のよいように計画されること，市販後臨床研究で有意差の出た部分

のみを切り取ってプロモーションに使う手法など） 

企業が資金提供した研究論

文 

3 必修 2 
プロフェッショナリ

ズムⅢ 
製薬会社の意義とそのつきあい方（製薬企業等が提供する情報を批判的な視点で吟味） 製品説明パンフレット 

4 必修 1 薬効評価と臨床試験 臨床試験データが販売促進資料等に掲載される際の解釈に関する内容 製品説明パンフレット 

4 必修 1 
大規模臨床試験の見

方・考え方 
大規模臨床試験の見方，考え方 論文の批判的吟味 

6 必修 3 CC 臨床倫理 

2 週×8 クールで 1 クール 6 名ずつの 6 年生がローテートしており，臨床倫理実習の中で，Up to 

date 等の医療用検索エンジンを使用してエビデンス検索をする際，製薬企業との COI や宣伝・

広告によるバイアス問題を取り上げている． 

エビデンス検索段階でのバ

イアス 

3 必修 2 治療学 
処方計画立案方法の講義で，薬物に対する情報収集の一つの手段として，MR からの情報提供

があることと，その考え方を講義している． 
医薬品情報源としての MR 

4,5 必修 1.5 臨床実習（薬剤部） 医薬品情報，情報源 医薬品情報の情報源 

3 必修 1 臨床医学入門 プロフェッショナリズムの講義の中で利益相反に関するディスカッションを行っている． プロフェッショナリズム 

4 必修 1 
プロフェッショナリ

ズム 
臨床実習前の講義で少し触れている プロフェッショナリズム 

3 必修 6 医の倫理と医療法規 
現代における医療に必要な倫理に関する知識の基礎および法制度について学習するが，その中

で，利害衝突に適切に対処して信頼を維持する責務を教えている． 
医師憲章 
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6 必修 1 総括講義 医療概論 

医師憲章に言及する中で"commitment to maintaining trust by managing conflict of interest"の部分で

製薬会社との関係について注意を促している．また WMA 医の倫理綱領の項目で「医師は患者

を紹介したり，特定の医薬製品を処方したりするだけのために金銭的利益やその他報酬を受け

取ってはならない」に言及している． 

医師憲章 

4 必修 1 
医師の守秘義務とモ

ラル 

医薬情報担当者（MR)とのつきあい，医薬品適正使用と製薬企業のプロモーション活動，製薬

協，医療用医薬品プロモーションコード，景品表示法について（講義の一部で左記を扱ってい

る） 

製薬企業とのかかわりにつ

いての関連法規 

3,4 必修 1 ガイダンス 責任ある研究行為について(e-learning 教材） 基礎配属への研究倫理教育 

2 必修 4 
テュトーリアル選択

配属 

学生が基礎医学研究室等に配属して研究活動を行う 10 週間のコース中で，今年度から研究倫理

に関する講義を行う． 
基礎配属への研究倫理教育 

3 必修 2 リサーチセミナー CITI JAPAN Program の受講を基に，各配属先教室にて指導を行う． 基礎配属への研究倫理教育 

4,5,

6 
選択 2 

アドバンストリサー

チセミナー 

この科目は研究医コース配属を希望した学生（全学生の約３％）のみ必修で受講する科目であ

り，内容についてはリサーチセミナー同様に CITI JAPAN Program の受講を基に各配属教室で指

導を行うものである 

基礎配属への研究倫理教育 

3 必修 1.5 
臨床研究に関する講

習会 

3 学年に必修となっている研究室配属にあたり，全学生に臨床研究に関する講習会を受講する

ことを義務づけ，その中で当該問題について取り上げている． 
基礎配属への研究倫理教育 

4 必修 1 
医歯学基盤教育（生命

倫理Ⅱ） 
研究と世間との関わり（利益相反） 研究における利益相反 

3 必修 0.5 
生命倫理・法医学コー

ス 

2 週間のテュトーリアル・コースのうちの１コマ「研究倫理」の講義で，医療者側のルール，

企業側のルール等について解説． 
研究における利益相反 

3 必修 1 社会と医療 COI について 研究における利益相反 

2 必修 0.5 生命倫理 研究倫理の１コマの中で利益相反について 研究における利益相反 

1 必修 1.5 
専門教育入門セミナ

ー 

全 90 分×15 回の中の 1 回として，臨床研究の倫理に関する講義を行っており，その中で製薬企

業の問題を取り上げている． 
臨床研究における利益相反 

3 必修 2 薬理学 
薬理学の担当するコマを用いた，トランスレーショナルサイエンス研究が専門の製薬会社の社

員による講義の中で触れている． 

トランスレーショナルサイ

エンス研究 
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表 2-4：プログラム内容の分類 

 

 

 

  

 プログラム数 

臨床医としての関わり  

医薬品説明会 1 

企業が資金提供した研究論文の批判的吟味 1 

製品説明パンフレットの批判的吟味 2 

論文の批判的吟味 2 

医薬品情報源としての MR 1 

医薬品情報の情報源 1 

規約・倫理  

医師憲章/プロフェッショナリズムにおける利益相反 4 

製薬企業とのかかわりについての関連法規 1 

研究における関わり  

基礎配属に際した研究倫理教育 5 

研究/臨床研究における利益相反 5 

トランスレーショナルサイエンス研究 1 
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表 3-1. 多変量解析におけるコード表 

 

  

説明変数 1 0 

性別 男 女 

両親に医師 いる いない 

教育を受けた ある ない 

大学種別 私立 国公立 

公式カリキュラム（研究 1） 受けた 受けていない 

関わり(文房具，医学書，パンフ

レット，弁当，講演会) 
ある ない 

情報の有用性 (パンフレット，講

演会) 

（役に立てようと） 

思う/やや思う 

（役に立てようと） 

思わない/あまり思わない/

どちらとも言えない 

情報のバイアス (パンフレット，

講演会) 

偏っていない/ 

あまり偏っていない 

偏っている/やや偏って 

いる/どちらともいえない   

影響（文房具，弁当） 
全く影響がない/ 

あまり影響がない 

影響がある/やや影響が 

ある/どちらともいえない 
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表 3-2. 調査協力大学数 (n = 40) 

    n % 

大学種別 国立 22 55.0 

 
公立 6 15.0 

  私立 12 30.0 

製薬企業プロモーションに関する教育プログラム 

 
あり 13 32.5 

  なし 27 67.5 
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表 3-3. 回答者属性 

  
実習前 (n=3395）  実習後 (n=3376) 

学年 1 年 705      

 
2 年 1101  

  

 
3 年 1479  

  

 
4 年 110  

  
  6 年      3376 

年齢, 平均 (標準偏差)   21.3 (2.81)  25.4 (3.14) 

    n  (%)  n  (%) 

性別 男性 2178 64.2   2160 64.1  

  女性 1214 35.8   1210 35.9  

大学種別 国立 1756 51.7   1819 53.9  

 
公立 438 12.9   364 10.8  

 
私立 1201 35.4   1193 35.3  

両親に医師がいる いる 1245 36.7   1287 38.2  

  いない 2146 63.3   2081 61.8  

利益相反についての教育 
受けた 367 10.8   1308 38.9  

受けていない 3019 89.2   2057 61.1  

公式カリキュラム（研究 1） 
曝露あり 101 3.0   1091 32.3  

曝露なし 3294 97.0   2285 67.7  
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表 3-4. 日本の医学生における製薬企業との関わりを経験した割合* 

* 無回答者の存在により母数はそれぞれ異なる． 無回答者の割合は最大で 0.18%である．  

✝ Pearson のカイ二乗検定 

  

 

臨床実習前 

(n=3395) 

臨床実習後 

(n=3376) 
実習前後の比較✝ 

関わりの種類 n % n % P 値 

文房具 1031 30.4  3318 98.3  < .001 

医学書 181 5.3  901 26.7  < .001 

製品説明パンフレット 598 17.6  3328 98.6  < .001 

製品説明会での弁当 440 13.0  3332 98.8  < .001 

製薬企業後援の講演会 294 8.7  2703 80.1  < .001 
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表 3-5. 関わりの適切性に対する予測因子✝ 
  それぞれの贈り物または関わりを問題ないと思うことに対するオッズ比 (99%信頼区間) 

  文房具 医学書 パンフレット 弁当 講演会 

性別（男=1） 0.92 (0.79-1.08) 1.06 (0.93-1.22) 0.95 (0.82-1.10) 1.00 (0.86-1.16) 0.91 (0.78-1.06) 

医師の両親（いる=1） 1.06 (0.90-1.24) 1.03 (0.89-1.18) 1.06 (0.91-1.24) 1.04 (0.89-1.22) 1.01 (0.86-1.18) 

教育を受けたと思う 1.08 (0.90-1.30) 1.09 (0.94-1.27) 1.27 (1.06-1.52)* 1.04 (0.87-1.25) 1.38 (1.15-1.66)* 

教育プログラム受講済み 0.81 (0.65-0.99)* 1.06 (0.89-1.27) 0.95 (0.77-1.18) 0.93 (0.75-1.14) 1.04 (0.84-1.29) 

国公私(私立=1) 1.05 (0.89-1.25) 1.33 (1.15-1.53)* 0.91 (0.78-1.07) 1.17 (0.99-1.38) 0.96 (0.81-1.12) 

関わりの経験（あり=1) 1.67 (1.42-1.97)* 3.07 (2.55-3.70)* 1.90 (1.62-2.22)* 1.71 (1.46-2.01)* 1.31 (1.11-1.54)* 

情報を役に立てようと思う 
（そう思う=1) 

  2.56 (2.22-2.96)*  3.23 (2.79-3.75)* 

情報は偏っていない 
（そう思う=1) 

  3.50 (2.41-5.08)*  4.13 (2.87-5.96)* 

臨床行動に影響はない 
（そう思う=1) 

6.57 (5.65-7.65)*   7.62 (6.54-8.86)*  

✝多変量解析（強制投入法）* P 値< 0.01（両側検定） 

従属変数の 2 群化：適切性について「全く問題がない」「あまり問題ない」を「問題がない」群，「かなり問題がある」「やや問題がある」「どちらとも言えな

い」を「問題がある」群として 2 群とした． 

説明変数は次のように 2 群化：情報の有用性については「そう思う」「ややそう思う」を「役に立てようと思う」群とし，「そう思わない」「あまりそう思わな

い」「どちらともいえない」を「役に立てようと思わない」群（=リファレンス）とした．情報のバイアスについては「偏っていない」「あまり偏っていない」

を「偏っていないと思う」群，「偏っている」「やや偏っている」「どちらともいえない」を「偏っていると思う」群（=リファレンス）とした．影響について

は「全く影響がない」「あまり影響がない」を「影響がない」群，「かなり影響がある」「やや影響がある」「どちらともいえない」を「影響ある」群（=リフ

ァレンス）とした．
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表 4-1. 2012 年および 2016 年の回答者属性 

  臨床実習前   臨床実習後 

  2012 年 2016 年   2012 年 2016 年 

 
n=2660 n=3395   n=2672 n=3376 

  n (%) n (%)   n (%) n (%) 

学年 
     

1 年 0 (0) 705 (20.8) 
 

0 (0) 0 (0) 

2 年 0 (0) 1101 (32.4) 
 

0 (0) 0 (0) 

3 年 0 (0) 1479 (43.6) 
 

0 (0) 0 (0) 

4 年 1755 (66.0) 110 (3.2) 
 

0 (0) 0 (0) 

5 年 853 (32.1) 0 (0) 
 

1369 (51.2) 0 (0) 

6 年 53  (2.0) 0 (0)   1303 (48.8) 3376 (100) 

大学種別  
    

国立 1496 (56.2) 1756 (51.7) 
 

1728 (64.7) 1819 (53.9) 

公立 326 (12.3) 438 (12.9) 
 

173 (6.5) 364 (10.8) 

私立 838 (31.5) 1201 (35.4)   771 (28.9) 1193 (35.3) 
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表 4-2. 製薬企業との関わり: 2012 年との比較 

 
臨床実習前 臨床実習後 

  
2012 年 

(n=2660) 

2016 年 

(n=3395) 

2012年と 2016年

の比較✝ 

2012 年 

(n=2672) 

2016 年 

(n=3376) 

2012 年と 2016 年

の比較✝ 

 
n % n % P 値 n % n % P 値 

ボールペンやメモ帳などの文房具 980 36.8 1031 30.4 < .001 2594 97.1 3318 98.3 .001 

医学の教科書や診療ガイドライン 110 4.1 181 5.3 .03 452 16.9 901 26.7 < .001 

製品説明パンフレット 831 31.2 598 17.6 < .001 2602 97.4 3328 98.6 .001 

製品説明会で提供された弁当 563 21.2 440 13.0 < .001 2581 96.6 3332 98.8 < .001 

✝ Pearson のカイ二乗検定 
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図 3－1 医学生の態度（情報の有用性） 

 

✝ Pearson のカイ二乗検定 
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3.2  

3.0  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実習前 

実習後 

実習前 

実習後 

実習前 

実習後 

役に立てようと思う やや役に立てようと思う どちらとも言えない あまり役に立てようと思わない 役に立てようと思わない 

製薬企業から提供される製品説明

パンフレットから得た知識 
 
  
 
 
製薬企業の担当者（MR）から得

た薬についての知識 
 
 
 
 
製薬企業が主催する講演会で得た

知識 
 

P < .001✝ 

P < .001✝ 

P < .001✝ 
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図 3－2 医学生の態度（情報のバイアス） 

 

✝ Pearson のカイ二乗検定 
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製品説明パンフレットの情報 
 
 
 
 
 
製薬企業の担当者（MR）の

提供する情報 
 
 
 
 
製薬企業が主催する講演会で

提供される情報 

P < .001✝ 

P < .001✝ 

P < .001✝ 
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図 3－3 医学生の態度（適切性） 

 

✝ Pearson のカイ二乗検定 
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全く問題ない あまり問題ない どちらともいえない やや問題ある かなり問題ある 

医学生が製薬企業からボールペン

やメモ帳などの文房具を受け取る 
 
 
医学生が製薬企業から医学の 
教科書や本来有料の診療ガイド 
ラインなどを無償で受け取る 
 
 
医学生が製薬企業から製品説明 
パンフレットを受け取る 
 
 
 
医学生が製薬企業から提供された

弁当を食べる 
 
 
 
医学生が製薬企業の主催する 
講演会に参加する 

P < .001✝ 

P  < .001✝ 

P < .001✝ 

P < .001✝ 

P < .001✝ 
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図 3－4 医学生の態度（影響） 

 

✝ Pearson のカイ二乗検定 
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行動に影響がある 
 
 
 
 
 
 
医師が製薬企業から提供された

弁当を食べることは、その医師

の臨床行動に影響がある 
 

P < .001✝ 

P < .001✝ 
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付録 

付録 1 カリキュラム調査票 

付録 2 医学生調査票 

付録 3 医学生配付資料 

 



 

71 
 

 

製薬企業による医薬品の宣伝・広告についての 

学部教育カリキュラム調査へのご協力お願い 

 

拝啓  時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。さて近年、医師と製薬企業と

の関係に対する関心が高まり、利益相反のマネジメント能力は学部教育においても重要性が

強調されるようになってきます。そこでこのたび、貴大学学部長のご許可を頂き、医学生の

製薬企業との関わりの経験と態度についての調査において、学部教育カリキュラムの状況に

ついて調査をお願いすることとしました。 

 

つきましては、この調査にご協力いただきたく調査票を送らせていただきました。ご回答

に関して、貴大学名が公表されることは一切ございません。また、本研究はいずれの製薬企

業とも一切、関わりはございません。 

 

ご記入上の注意 

 

 調査票の記入は 5分程度です。お答えは貴大学のことについてご記入ください。お忙しい

ところ恐縮ですが、回答をご記入の上、返信用封筒に入れてご返送くださいますようお願い

申し上げます。 

 この調査についてのお問い合わせがございましたら、下記までご連絡ください。 

敬具 

平成 28年 9月 

 

「医学生と製薬企業との関係についての調査」研究事務局 

筑波大学大学院人間総合科学研究科地域医療教育学教室 

〒305-8575 茨城県つくば市天王台 1-1-1 

電話/ファックス  029-853-3101 

E-mail: research@md.tsukuba.ac.jp 

研究責任者 前野貴美 

調査担当者 齋藤さやか 

付録１ 

mailto:research@md.tsukuba.ac.jp
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1. 貴学では、製薬企業による医薬品の宣伝・広告に対する医師としての接し方や情報の 

解釈について、教育を行っていますか。一つに○をしてください。 

（   ）① いいえ → 設問 2へ 

（   ）② はい  → 具体的な教育内容について以下にご記入ください。 

 

科目名   学年   

時間数 
（     ）

時間 
いずれかに○ 必修 ・ 選択→約（   ）％が受講 

内容         

  
   

  

          

 

科目名   学年   

時間数 
（     ）

時間 
いずれかに○ 必修 ・ 選択→約（   ）％が受講 

内容         

  
   

  

          

 

科目名   学年   

時間数 
（     ）

時間 
いずれかに○ 必修 ・ 選択→約（   ）％が受講 

内容         

  
   

  

          

     （欄が足りない場合はコピーしてご使用ください。） 

2. あなたの大学に、医学生に『製薬企業による医薬品の宣伝・広告』に関して教育する授

業以外の他の機会がありますか。 

（   ）① いいえ 

（   ）② はい  → 具体的な教育内容について以下にご記入ください。 

 

 

 

アンケートはこれで終了です。ご協力ありがとうございました。 

今後、ご回答の内容に問合せ申し上げる際の連絡先を記載してください。なおご記入いただき 

ました個人情報については厳重に管理し、外部には公表されません。 

所属           氏名                

電話番号または E-mail                     
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医学生と製薬企業との関係についての意識調査 

 

近年、医薬品を製造、開発している製薬企業と医療者との関係がさまざまに話題となっていま

す。このたび私たちは、全国の医学部の学生が製薬企業との関わりについてどのように考えてい

るのかを調査するために、皆様に調査をお願いすることになりました。 

 

つきましては、この調査にご協力いただきたく、アンケートを配布させていただきました。ご参加

はあなた様の自由意思に基づくものです。ご参加にならない場合でも、不利益はございません。 

またご回答は無記名で回収・集計を行うので、個人的にご迷惑をお掛けすることは一切ございま

せん。尚、本研究はいずれの製薬企業とも一切、関わりはございません。 

 

アンケートは 5 分程度で完了します。お忙しいところ恐縮ですが、調査に同意いただける方は、

ご回答くださいますようお願い申し上げます。 

この調査についてのお問い合わせがございましたら、下記までご連絡ください。 

 

ご記入上の注意 

１． お答えは自分自身のことについてご記入ください。 

２． お名前を書く必要はございません。 

３． ご記入は回答欄に○印をお書きください。 

（回答例） 

1. ある  2. ない 

 

「医学生の製薬企業との関わりと学部教育についての調査」研究事務局 

筑波大学大学院人間総合科学研究科地域医療教育学教室 

〒305-8575 茨城県つくば市天王台 1-1-1 

電話/ファックス  029-853-3189 

研究責任者 前野貴美 

調査担当者 齋藤さやか 

  

付録 2 
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1. 医学部在学中に以下のことを経験したことがありますか。（各項目、ひとつに○） 

① 製薬企業からボールペンやメモ帳などの文房具を受け取ったことがありますか。 

1. ある 2. ない 

 

② 製薬企業から医学の教科書や本来有料の診療ガイドラインなどを無償で受け取ったことが

ありますか。 

1. ある 2. ない 

 

③ 製薬企業から製品説明パンフレットを受け取ったことがありますか。 

1. ある 2. ない 

 

④ 製薬企業の製品説明会で提供された弁当を食べたことがありますか。 

1. ある 2. ない 

 

⑤ 製薬企業が主催する講演会に参加したことがありますか。 

1. ある 2. ない 

 

2. 以下の①～⑬について、もっともあてはまるものを一つお選びください。（各項目、ひとつに○） 

 

① 将来、製薬企業から提供される製品説明パンフレットから得た知識を、診療に役立てようと 

思いますか。 

1. そう思わない  2. あまりそう思わない  3. どちらともいえない  4. ややそう思う  5. そう思う 

 

② 将来、製薬企業の担当者（ＭＲ）から得た薬についての知識を、診療に役立てようと思い 

ますか. 

1. そう思わない  2. あまりそう思わない  3. どちらともいえない  4. ややそう思う  5. そう思う 

 

③ 将来、製薬企業が主催する講演会で得た知識を、診療に役立てようと思いますか。 

1. そう思わない  2. あまりそう思わない  3. どちらともいえない  4. ややそう思う  5. そう思う 

 

 



 

75 
 

④ 製薬企業から提供される製品説明パンフレットの情報について、どう思いますか。 

1. 偏っていない  2. あまり偏っていない  3. どちらともいえない  4. やや偏っている  5. 偏っている 

 

⑤ 製薬企業の担当者（ＭＲ）の提供する情報について、どう思いますか。 

1. 偏っていない  2. あまり偏っていない  3. どちらともいえない  4. やや偏っている  5. 偏っている 

 

⑥ 製薬企業が主催する講演会で提供される情報について、どう思いますか。 

1. 偏っていない  2. あまり偏っていない  3. どちらともいえない  4. やや偏っている  5. 偏っている 

 

⑦ 医学生が製薬企業からボールペンやメモ帳などの文房具を受け取ることについて、どう 

思いますか。 

1. 全く問題ない  2. あまり問題ない  3. どちらともいえない  4. やや問題がある  5. かなり問題がある 

 

⑧ 医学生が製薬企業から医学の教科書や本来有料の診療ガイドラインなどを無償で受け 

取ることについて、どう思いますか。 

1. 全く問題ない  2. あまり問題ない  3. どちらともいえない  4. やや問題がある  5. かなり問題がある 

 

⑨ 医学生が製薬企業から製品説明パンフレットを受け取ることについて、どう思いますか。 

1. 全く問題ない  2. あまり問題ない  3. どちらともいえない  4. やや問題がある  5. かなり問題がある 

 

⑩ 医学生が製薬企業から提供された弁当を食べることについて、どう思いますか。 

1. 全く問題ない  2. あまり問題ない  3. どちらともいえない  4. やや問題がある  5. かなり問題がある 

 

⑪ 医学生が製薬企業の主催する講演会に参加することについて、どう思いますか。 

1. 全く問題ない  2. あまり問題ない  3. どちらともいえない  4. やや問題がある  5. かなり問題がある 

 

 

 

【次ページへ】 
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⑫ 医師が製薬企業からボールペンやメモ帳などの文房具を受け取ることは、その医師の臨床

行動に影響を与えると思いますか。 

1. 全く影響がない  2. あまり影響がない  3. どちらともいえない  4. やや影響がある  5. かなり影響がある 

 

⑬ 医師が製薬企業から提供された弁当を食べることは、その医師の臨床行動に影響を与える

と思いますか。 

1. 全く影響がない  2. あまり影響がない  3. どちらともいえない  4. やや影響がある  5. かなり影響がある 

 

3. あなた自身についてお尋ねします。 

① 性別 （ひとつに○） 

1. 男 2. 女 

 

② 年齢（数を記入） 

 

歳 

 

③ 学年（ひとつに○） 

1. １年 2. 2 年 3. 3 年 4. 4 年 5. 5 年 6. 6 年 

 

④ 両親に医師の方はいますか。（ひとつに○） 

1. いる 2. いない 

 

⑤ 製薬企業との利益相反について、教育を受けましたか。（ひとつに○） 

1. 受けた 2. 受けていない 

 

これでアンケートは終了です。貴重なお時間をありがとうございました。 
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【参考】 医薬品の宣伝・広告をめぐる規定 

 

医療用医薬品の宣伝・広告をめぐる規定については、与える側の製薬企業と受け取る側の医療者（厳密には

臨床研究に係わる医療者）とにそれぞれ規定があり、また公正取引委員会が第三者の立場からの規定を設け

ています。こうした規律の中で医薬品の情報伝達と宣伝広告が行われています。 

＜１＞製薬企業側のきまり 

『医療用医薬品プロモーションコード』（2013 年改訂） 

製薬企業が社会から求められている医療用医薬品のプロモーションのあり方と行動基準を示したもので、1993

年に製薬協が会員会社の合意のもとに制定した業界の自主ルール 

（以下、今回の調査に関連する項目の抜粋） 

７．講演会等の実施について：会員会社が医療関係者を対象に行う自社医薬品に関する講演会等は、出席者

に専門的情報を提供する学術的なものとする。講演会等の開催場所については目的に適う適切な場所とし、

原則、国内で開催する。講演会等に付随しての飲食や懇親行事、贈呈品を提供する場合には華美にわたら

ぬようにし、製薬企業の品位を汚さないものとする。 

８．物品の提供：会員会社は、医薬品の適正使用に影響を与えるおそれのある物品や、医薬品の品位を汚すよ

うな物品を医療関係者・医療機関等に提供しない。 

 

＜２＞医療者側のきまり 

臨床研究に係わる医師と製薬企業との関係における利益相反についてはガイドラインが策定されています。 

『医系大学・研究機関・病院の COI（利益相反）マネージメントガイドライン』（全国医学部長病院長会議）より 

産学連携活動が盛んになればなるほど、研究者や公的な存在である大学・研究機関等が、特定の企業の活動

に深く関与することになり、その結果、教育・研究・診療を担う学術機関としての責任と、産学連携活動によって

得られる経済的な利益とが衝突・相反する状態が必然的・不可避的に発生する。こうした状態が Conflict of 

interests（以下、COI と略す）（日本では「利益相反」と訳されている）であり、社会から見て疑惑が生じやすい。

従って、施設・機関は医学研究の公平さを確保するため、企業から支払われる資金提供額を公開することにな

る。施設・機関や研究者の COI 状態を適切にマネージメントし、産学連携活動を適正に推進することが重要な

課題となっている。（中略）研究代表者（principal investigator）は、当該研究に関わる資金提供者・企業との金銭

的な関係を適正に開示する義務を負っており、以下に記載する事項については特に留意して回避すべきである

ことも明記する。（抜粋） 

③ 当該研究に関係のない学会参加に対する資金提供者・企業からの旅費・宿泊費の支払い 

④ 当該研究に要する実費を大幅に超える金銭の取得。但し、契約の場合は除外 

⑤ 当該研究にかかる時間や労力に対する正当な報酬以外の金銭や贈物の取得 

 

 

付録 3 
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＜3＞公正取引委員会のきまり 

『医薬品業等告示および公正競争規約、同施行規則、同運用基準』では以下のように定められています。 

 

医療用医薬品の製造又は販売を業とする者、医療機器の製造又は販売を業とする者及び衛生検査を行うこ

とを業とする者は、医療機関等に対し、医療用医薬品、医療機器又は衛生検査の取引を不当に誘引する手段と

して、医療用医薬品若しくは医療機器の使用又は衛生検査の利用のために必要な物品又はサービスその他正

常な商慣習に照らして適当と認められる範囲を超えて景品類を提供してはならない。（平成 18 年） 

 

（景品類提供の制限の原則）医療用医薬品製造販売業者は、医療機関等に対し、医療用医薬品の取引を不当

に誘引する手段として、景品類を提供してはならない。 

（提供が制限される例） 

(1) 医療機関等に所属する医師、歯科医師その他の医療担当者に対し、医療用医薬品の選択又は購入を誘引

する手段として提供する金品、旅行招待、きょう応等 

(2) 医療機関等に対し、医療用医薬品の選択又は購入を誘引する手段として無償で提供する医療用医薬品 

（提供が制限されない例） 

(1) 医療機関等における自社の医療用医薬品の使用に際して必要な物品若しくはサービス又はその効用、便

益を高めるような物品若しくはサービスの提供 

(2) 医療用医薬品に関する医学・薬学的情報その他自社の医療用医薬品に関する資料、説明用資材等の提供 

(3) 施行規則で定める基準による試用医薬品の提供 

(4) 医療機関等に依頼した医療用医薬品の製造販売後の調査・試験等、治験その他医学、薬学的調査・研究

の報酬及び費用の支払 

(5) 医療機関等を対象として行う自社医薬品の講演会等に際して提供する華美、過大にわたらない物品若しく

はサービスの提供又は出席費用の負担 

 

＜まとめ＞ 

アンケート項目に挙げたような、物品や食事等を製薬企業が医師へ提供することに関しては、現在一般的に

行われているような内容であれば上記の規定に反する内容はほとんどないと考えられます。しかし、一般的な内

容を大きく逸脱する場合もあるため、個々の事例において適切かどうかを考える必要があります。また患者さん

や社会からの信用を損ねるような場合についても、それが適切かどうかについては、個別に考える必要がある

かもしれません。 

 

 

 

 

「医学生と製薬企業との関係についての調査」研究事務局 

筑波大学大学院人間総合科学研究科地域医療教育学教室 

   研究責任者 前野貴美 

調査担当者 齋藤さやか 
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